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１ 工 程 管 理 

 

（１）工程管理基準 

   工程管理は、工事内容、工期及び現場の実情に応じて作成した計画工程表(バーチャート 

  又はネットワーク)により管理するものとする。工事の種類、規模を問わずすべての工事に 

ついて実施するものとする。また、変更指示及び契約変更があった場合は、残工事に対する 

変更工程表を作成するものとする。 

 

（２）工事履行報告 

   受注者は、工事請負契約約款第 11 条に規定する工事の進捗状況を翌月 5日迄に、監督員に

報告するものとする。なお履行報告の様式は後述の「工事月報及び工事履行報告書作成要領」に 

基づき作成するものとする。 

 

（３）実施工程表の作成 

   受注者は、計画工程に対する実施工程を管理するものとする。 

  １）計画工程の下段に赤書きで実施工程を記入し対比する。 

  ２）変更指示、契約変更、出来形検査など特記すべき事項を記入する。 

     

（４）工程表の大きさ 

   工程表の大きさはＡ４判又はＡ４判の倍程度にまとめるものとする。 

 

（５）計画工程表作成にあたり考慮すべき事項 

   ① 工事及び作業の制約 

    ・ 先行工事や後続工事の関連からの当該工事の着工、完了時期、施工方法。 

    ・ 現道工事等施工箇所の立地条件による施工時期、施工時間、施工方法。 

    ・ 関係機関との協議、工事用地の確保、支障物件の撤去等の有無。 

    ・ 公害防止対策のための施工時間、施工方法。 

   等によっても、工事及び作業の制約を受けることがある。 

   ② 環境(地形、地質、気象、水理等)を考慮した施工計画 

   ③ 施工順序 

   ④ 労務、機械の使用計画 

   ⑤ 作業能力及び標準稼働時間の決定 

   ⑥ 工事期間の作業可能日数の算定 

   ⑦ 立会、段階確認(社内検査)の計画 
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工事月報及び工事履行報告書作成要領 

 

１．目      的 

   工事請負契約約款第 11条（履行報告）に、「受注者は、設計図書に定めるところにより、 

この契約の履行について発注者に報告しなければならない。」と規定されている。 

   そこで本章は、工事履行報告書及び基礎資料となる工事月報の作成要領を取りまとめたも 

  のである。 

 

２．作成上の留意点          

  ２－１ 工事月報 

（１） 工事月報は、受注者が作成し保管する。（原則提出不要。監督員が進捗状況の確認

を必要とする場合には、指示書により提出を求める。） 

   （２）出来高数量は、契約数量が一式又は一式（   ）表示の場合は進捗年数量表示の     

場合は数量で記入する。 

   （３）累計出来高は進捗率を記入する。 

   （４）出来高数量は下記について確認できた数量とする。 

     ① 切土（掘削、積込、運搬）は運搬まで完了した土量。 

          ② 盛土（敷均し、転圧）は転圧まで完了した土量。 

          ③ 鉄筋工は組立が完了した鉄筋重量。 

          ④ コンクリートは打設完了後 1週間以上経過し、所要強度の確認又は推定できたコン            

クリート立積。 

          ⑤ 型枠工は脱枠が完了した型枠面積。 

          ⑥ 仮設工（足場工、支保工、土留工、水替工等）で仮設期間が長期間に及ぶものは、      

その期間の進捗率を出来高に反映させる。 

     ⑦ その他出来高が確認できた数量。 

 

  ２－２ 工事履行報告書 

   （１）工事履行報告書は、受注者が工事月報を基に作成し、翌月５日迄に提出する。     

（監督員が確認する。） 

   （２）工事履行報告書の用紙規格はＡ－４縦とする。 

   （３）状況写真を数枚程度添付する。 

（４）実施工程表の添付は原則不要。中間前金払認定請求を行う場合のみ添付する。 

   （５）指示・承諾・協議書の添付は要しない。  

 

３．作 成 要 領 

  ３－１ 工事月報 

   （１）工事月報の用紙規格はＡ－４縦とする。 
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   （２）対象費目は直接工事費とし、間接費は記入しなくてよい。 

   （３）契約数量は工事数量総括表の数量とし、当該月に変更指示があった場合は、当該月 

     の契約数量の上段に（   ）朱書で記入する。一式契約の場合も工事内容に変更が     

あった場合は、同じく上段に（一式）朱書で記入する。また、この記入は契約変更の     

前月まで続行する。また、この変更指示数量については、当該月に契約変更があった     

ものとして計算する。 

   （４）出来高数量は概算でよい。 

   （５）記事欄については下記事項を記入する。 

    ① 変更指示内容（指示年月目、番号、指示数量） 

        ② 工事中止及び解除内容（通知年月目・中止期間等） 

        ③ 災害、事故その他特記すべき重要事項 

   （６）出来高進捗率の算出手順を下記に示す。次ページ出来高進捗率の算出例及び月報作 

          成例を加え参照されたい。 

① 各工種内訳金額は工事請負者の見積金額とし、直接工事費を算出する。 

        ② 直接工事費を 100%として、工種、種別、細別、の順に順次構成率を算出する。 

               （2）→（3）→（4） 

        ③ 各細別（又は種別）の当該月までの出来高数量及び契約数量が一式又は一式（  ） 

      の場合は、積み上げ計算により進捗率を算出し(5)に記入する。 

     ④ 各細別(又は種別)の契約数量に対する出来高数量の進捗率を算出して(6)に記入する。 

          この場合契約数量が一式又は一式（  ）の場合は、その進捗率をそのまま記入する。    

この数値を月報の細別（又は種別）の累計出来高欄に記入する。 

     ⑤ 各細別の出来高構成率(7)を算出する。 

        ⑥ 一つの種別に複数の細別がある場合は、細別(7)を集計(8)し、当該種別の構成率に対 

    する出来高進捗率(9)を算出する。この数値を月報の種別の累計出来高欄に記入する。 

     又、細別を含まない種別は、当該種別の出来高構成率(8)を算出する。 

     ⑦ 一つの工種に複数の種別がある場合は、種別(8)の集計(10)及び当該工種の構成率に 

    対する出来高進捗率を算出する。この数値を月報の工種の累計出来高欄に記入する。 

     ⑧ 各工種(10)を累計(12)する。これが直接工事費の出来高進捗率となる。この数値を 

     月報の直接工事費の累計出来高欄に記入する。 

 

  ３－２ 工事履行報告書 

   （１）工事履行報告書の用紙規格はＡ－４縦とする。 

   （２）施工計画書作成時に作成される計画工程表で、あらかじめ各月の出来高予定を計算 

     しておき、予定工程の欄に記入する。 

（３）前項の工事月報で算出された出来高を実施工程の欄に記入する。尚、共通仮設費 

  （積上げ分）の占める割合が大きい場合は別途考慮する。 

４．作  成  例 

    作成例については次頁に示す。 
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